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第３次男女共同参画基本計画に関する施策の評価等について 

（第７分野）（総括表） 



施策名 担当府省 今後の方向性、検討課題
１　セーフティネットの
機能の強化

厚生労働省

厚生労働省

　公共職業訓練、求職者支援訓練受講者
の就職率について、順調に目標を達成し
ており、今後も引き続き求人・求職者の
ニーズに合致した訓練の設定等、訓練効
果の維持向上を図る。

ジョブ・カードについては、現在、学校卒業
段階から生涯を通じて活用することができ
るよう、更なる活用の促進に向けた見直し
の検討を行っているところである（ジョブ・
カード制度の見直しに応じて、上記目標も
見直す可能性あり）。

厚生年金・健康保険制度については，平
成24年に成立した年金機能強化法に「短
時間労働者への社会保険の適用拡大」が
盛り込まれており，平成28年10月からの円
滑な施行に向けて，引き続き必要な準備
や周知に取り組む。
本年実施した財政検証において，被用者
保険の更なる適用拡大を行った場合等を
仮定したオプション試算を行っており、それ
らの結果も材料として，制度見直しの検討
を行っていく。

【施策の取組状況】

・国，都道府県等が設置・運営する公共職業能力開発施設において，離職者，在職者，学
卒者に対する公共職業訓練を実施するとともに，雇用保険を受給できない求職者に対し，
職業訓練と訓練期間中の生活支援等により早期の就職を支援する求職者支援制度を実
施している。
　

・ジョブ・カード制度において、
①ジョブ・カードを活用したキャリア・コンサルティングの実施、
②実習と座学を組み合わせた訓練を含む実践的な職業訓練の受講機会の提供、
③ジョブ・カードを活用したキャリア・コンサルティングにより整理された職務経歴等のほか
訓練修了後の職業能力評価をジョブ・カードにとりまとめ、就職活動等における活用、
を促進している。

イ　就労による経済
的自立を目指す仕組
みの確立

短時間労働者への社会保険の適用拡大についての議論を含む「働き方に中立的」な社会
保障制度については、社会保障審議会年金部会等において引き続き検討中。

（分野名）第７分野　貧困など生活上の困難の直面する男女への支援
主な施策の取組状況及び評価

ア　社会保険の適用
拡大の検討

【施策の取組状況】

公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の一部を
改正する法律（平成24年法律第62号。以下「年金機能強化法」という。）に規定された短時
間労働者への厚生年金・健康保険の適用拡大の円滑な施行に向けて，必要な準備や周
知に取り組んでいる。

【施策の評価】
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施策名 担当府省 今後の方向性、検討課題主な施策の取組状況及び評価

厚生労働省

左記のとおり、貧困を把握するための指標
に関する研究を行い、一定程度の成果が
認められたことから、今後、特段の予定は
ない。

ウ　ナショナルミニマ
ムの基準・指標の研
究

【施策の取組状況】

平成22年度から平成24年度にかけて、厚生労働科学研究費補助金「貧困・格差の実態と
貧困対策の効果に関する研究」において、貧困を把握するための指標に関する研究を
行った。

【施策の評価】

研究報告書において、
①格差が及ぼす社会への影響
②格差と貧困の経済コスト
③最低生活水準の算定手法の開発と試算
④貧困統計データベースの構築
が結果として示されたことから、一定程度の成果が認められると考える。

【施策の評価】

公共職業訓練受講者（離職者訓練）の就職率：目標値（施設内：80％、委託：65％）
最新値（施設内：82.2％、委託：72.0％）

求職者支援訓練受講者の就職率：目標値（基礎コース60%、実践コース70％）
最新値※：基礎コース83.1%、実践コース83.9%

※最新値の実績は、2013年度中に開講し、2014年3月末までに終了したコースの訓練終
了3か月後の実績である。

ジョブ・カード取得者：計画策定時（29.1万人（平成20年４月から平成22年７月まで））
　最新値（111.7万人（平成20年4月から平成26年5月まで））
ジョブ・カード取得者数は平成32年度までに300万人を目標としており、達成に向けて一
層、活用の場面を広げることが必要である。平成25年度は19.7万人の目標値に対して
21.7万人と目標を達成している。
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施策名 担当府省 今後の方向性、検討課題主な施策の取組状況及び評価
３　安心して親子
が生活できる環境
づくりに関わる課
題

内閣府（男女共同参画局）

法務省

・引き続き，チェック欄の数値等を見守る。

男性や若者世代を意識して、ホームペー
ジ、ＳＮＳ（ブログ、フェイスブック）、広報
誌、新聞等を活用して発信力のある男性
のインタビューや先進的事例等を掲載する
など広報・啓発活動を図っていく。

父子家庭が地域で孤立しがちなことの背景には、固定的性別役割分担意識の解消が必
要と考えられる。平成26年の「男女共同参画週間」は、「男性が、企業人としても家庭人と
しても豊かな生活をおくるために、長時間労働を減らして。女性と共に家事・育児・介護・
地域活動に関わりたくなること」をテーマにして「家事場のパパヂカラ」のキャッチフレーズ
でポスターやインターネットのバナー等を作成して全国へ配布した。

【施策の取組状況】

【施策の評価】

「男女共同参画週間」については、大臣の閣議後会見において発言を行い、テレビ，ラジ
オ，新聞等のメディアに取り上げられた。
またキャッチフレーズのポスターやバナーはホームページから簡単にダウンロードできる
ように展開しており、自治体はや各事業者は、それを使って独自の広報を展開している。

【施策の取組状況】

・民法改正と離婚届書の様式改正
民法の一部を改正する法律（平成23年法律第61号）により，離婚の際に父母が協議で定
めるべき事項として養育費の分担を明示し，これにより，協議離婚をするに際し，当事者
間での養育費の分担の取決めを促すこととした。
さらに，上記改正の趣旨を周知する方法として，離婚届書の様式改正を行い，届書にこれ
らの事項の取決めの有無をチェックする欄を加え，平成24年４月からその使用を開始し
た。

【施策の評価】

・離婚届出件数中，養育費の分担の取決めをしている旨のチェックをしたものの割合が上
昇したことから，一定程度の成果があったものと考えられる。

ア　ひとり親家庭等に
対する支援の推進
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施策名 担当府省 今後の方向性、検討課題主な施策の取組状況及び評価

厚生労働省

　今後も、継続してひとり親家庭の就業支
援を推進していく。
また、母子家庭及び父子家庭の親等が就
業し、仕事と子育てを両立しながら経済的
に自立するとともに、子どもが心身ともに
健やかに成長できるよう、また、子どもの
貧困対策に資するよう、引き続きひとり親
家庭に対する支援を推進していく。

ひとり親家庭への経済的支援として、各種
加算・扶助を加えた有子世帯の生活保護
基準については、今後生活保護基準部会
において議論を進めることとしている。な
お、現時点において見直しの時期や、方向
性については決まっていない。

【施策の取組状況】

・母子家庭の母等について，母子及び寡婦福祉法等に基づき保育所の優先入所，日常生
活支援事業等の子育て・生活支援策を行っている。

・母子家庭等就業・自立支援センター事業，母子家庭等自立支援給付金等の就業支援策
を行っている。
・母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法（平成24年法律第
92号）等に基づき，就業支援に関する施策の充実や民間事業者に対する協力の要請等を
行っている。

・養育費相談センターの設置等、養育費の確保対策を行っている。

・児童扶養手当の支給，母子寡婦福祉貸付金の貸付けによる経済的支援を行っている。
・平成25年度においては，母子家庭自立支援給付金の対象を父子家庭の父にも拡大し
た。
・ひとり親家庭の自立支援の拡充を図るため，児童扶養手当法の一部を改正する法律に
より児童扶養手当の支給対象を父子家庭の父にも拡大し（平成22年8月），生活保護の母
子加算についても引き続き支給した。
・児童扶養手当と公的年金給付等との併給調整の見直しなどを内容とする法案を第186
回国会に提出した。同法案は，26年4月16日に可決・成立した。

【施策の評価】

就業相談から就業支援支援講習会、就業情報の提供等まで一貫した就業支援サービス
を行っており、母子家庭等就業・自立支援センター事業による相談件数はH24年度におい
て106,055件の実績となっている。
また、自立支援教育訓練給付金等事業及び高等職業訓練訓練促進給付金等事業につい
ては、わずかに目標を下回ったもののおおむね達成することができた。（自立支援教育訓
練給付金等事業：H21年度90％→H24年度91.2％、高等職業訓練訓練促進給付金等事
業：H21年度81.8％→H24年度91.6％実施）

養育費を受け取っている母子世帯の比率：19.7％
　〃　　　　　　　父子世帯の比率： 4.1％
【平成23年度全国母子世帯等調査結果】
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施策名 担当府省 今後の方向性、検討課題主な施策の取組状況及び評価

国土交通省

文部科学省

・引き続き会議等の場において、事業主体
に対し更なる周知を図る。

イ　生活上の困難の
次世代への連鎖を断
ち切るための取組

【施策の取組状況】

・文部科学省では、家庭の経済状況等によって子供の進学機会や学力・意欲の差が生じ
ないように、以下のような取組により教育費の負担軽減を進めている。

ア　幼稚園の入園料や保育料に係る経済的負担を軽減する「幼稚園就園奨励事業」を実
施している地方公共団体に対して、その所要経費の一部を補助している。
イ　経済的理由により小・中学校への就学が困難と認められる学齢児童生徒の保護者へ
の就学援助を実施する市町村に対して、生活保護法（昭和25年法律第144号）に規定する
要保護者の就学援助にかかる経費を補助している。なお、要保護者に準ずる程度に困窮
している準要保護者の就学援助にかかる所要の経費については、地方財政措置が行わ
れている。
ウ　高等学校等については、教育に係る経済的負担の軽減を図り、教育の機会均等に寄
与するために、平成22年度から、公立高校の授業料無償制及び私立高等学校等に係る
就学支援金制度を開始した。また、低所得者支援の充実と公私間格差是正といった課題
の改善を図るため、平成25年に制度改正を行い、平成26年度の入学生から所得制限を導
入し、所得制限で捻出された財源によって、私立高校の低所得世帯に対する就学支援金
の加算の拡充を行うとともに、授業料以外の教育費の負担を軽減するため、低所得者世
帯の生徒を対象に返済不要の「高校生等奨学給付金」を新たに創設した。
エ　高等教育段階における取組として、意欲と能力のある学生等が経済的理由により修
学を断念することがないよう、独立行政法人日本学生支援機構が実施する大学等奨学金
事業の充実や、各大学が実施する授業料減免等への支援を行うとともに、学生等に対
し、自らが次の社会の担い手であることの気づきを促す各大学等の取組を奨励している。
また、大学院生に対しては、ティーチング・アシスタント（TA）やリサーチ・アシスタント（RA）
としての雇用等を通じた支援を行っている。
オ　平成26年1月に施行された「子どもの貧困対策の推進に関する法律」に基づき、子供
の貧困対策に関する大綱」を平成26年8月に策定し、子供の将来がその生まれ育った環
境によって左右されることのないよう、また、貧困が世代を超えて連鎖することのないよ
う、必要な環境整備と教育の機会均等を図ることとしている。

【施策の取組状況】

・母子家庭、父子家庭を含む、特に住宅困窮度が高い者への公営住宅における優先入居
の取扱いについて、事業主体あて通知（技術的助言）を発出し、会議等で周知を図った。

【施策の評価】

・事業主体あて通知（技術的助言）を発出することにより、事業主体の判断に基づく母子家
庭、父子家庭などの居住の安定確保が可能となった。

・保護者負担の軽減については、幼児教
育の無償化に向けた取組を５歳児から段
階的に進めるとした幼児教育無償化に関
する関係閣僚・与党実務者連絡会議取り
まとめを踏まえ、対象範囲や内容等につい
て検討していく。
義務教育段階に関しては、学校教育法第
19条の規定に基づき、市町村が就学援助
を実施している。就学援助については、国
庫補助事業の実施や、市町村が行う就学
援助の取組の参考となるよう、国として就
学援助の実施状況等を定期的に調査し、
公表するとともに、「就学援助ポータルサイ
ト（仮称）」を整備するなど、就学援助の適
切な運用、きめ細かな広報等の取組を促
し、各市町村における就学援助の活用・充
実を図る。
高等学校等段階に関して、平成26年度か
ら導入された新高等学校等就学支援金制
度については、制度の円滑な実施を図る
ため、都道府県・学校・生徒などの関係者
に対して周知の徹底を図ることとしている。
また、「高校生等奨学給付金」について
は、更なる低所得世帯への支援の充実を
図る。
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施策名 担当府省 今後の方向性、検討課題主な施策の取組状況及び評価

内閣府（共生社会政策）

（ア）　子供の貧困問題への対応については、「子ども・若者育成支援推進法」（平成21年
法律第71号）に基づく大綱（「子ども・若者ビジョン」（平成22年７月））に盛り込まれた、経済
的困難を抱える家庭への支援、ひとり親家庭への支援、世代を超えた貧困の連鎖の防止
及び状況把握等に係る施策の実施状況について、子ども・若者育成支援施策の実施状
況に関する年次報告においてフォローアップを行うとともに、「子ども・若者育成支援推進
点検・評価会議」において点検を行った。
（イ）　平成25年６月には、子供の将来がその生まれ育った環境によって左右されることの
ないよう、貧困の状況にある子供が健やかに育成される環境を整備するとともに、教育の
機会均等を図るため、子供の貧困対策を総合的に推進することを目的とした、議員提出
による「子どもの貧困対策の推進に関する法律」（平成25年法律第64号）が成立し、平成
26年１月に施行された。さらに、同年８月には、同法に基づく「子供の貧困対策に関する大
綱」を閣議決定した。

【施策の評価】

上記（ア）の推進を図ってきたところであるが、依然として我が国の子供の貧困の状況は
先進国の中でも厳しい状況にある。こうした事情等を背景に、「子どもの貧困対策の推進
に関する法律」が制定されるに至り、同法に基づく「子供の貧困対策に関する大綱」を閣
議決定した。

【施策の評価】

・高等学校等段階について、上記事業は、高等学校等における家庭の教育費負担の軽減
を図り、真に公助が必要な方への支援を可能にするものであり、教育の機会均等の確保
に重要な役割を果たしている。
　また高等教育段階についても、意欲と能力のある学生等が、経済的理由により修学を断
念することなく安心して学べるよう、引き続き、授業料減免や大学等奨学金事業等による
修学支援を推進する必要がある。

【施策の取組状況】

上記（イ）のとおり、平成26年８月に策定し
た「子供の貧困対策に関する大綱」は、
「貧困の世代間連鎖の解消」や「全ての子
供たちが夢と希望を持って成長していける
社会の実現を目指すこと」を目的・理念に
掲げ、今後５年程度を見据えた当面の重
点施策を取りまとめたものである。
特に、学校と地域の連携による学習支援、
教育費負担の軽減、学校と福祉の連携、
保護者の学び直しの支援などの施策を推
進しつつ、中長期的な視野も持って継続的
に取り組み、施策の実施状況等を検証・評
価しながら、子供の貧困対策を推進してい
くこととしている。

高等教育段階に関して、意欲と能力のあ
る学生等が、経済的理由により修学を断
念することなく安心して学べるよう、授業料
減免や大学等奨学金事業等の充実・拡充
などにより、修学支援を推進する。
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施策名 担当府省 今後の方向性、検討課題主な施策の取組状況及び評価
４ 男女の自立に向
けた力を高める取組

内閣府（共生社会政策）

法務省 ・第186回通常国会において，少年鑑別所
法（平成26年法律第59号）が成立し，「非
行及び犯罪の防止に関する援助」が，少
年鑑別所の本来業務として位置付けられ
た。今後も積極的に本協議会に出席する
などし，関係機関との連携強化を図り，地
域社会における非行及び犯罪の防止に寄
与していくこととしている。

・上記調査の結果を踏まえ、「子ども・若者
支援地域協議会」の設置を引き続き推進
する。
・子ども・若者への総合的な支援を一層強
化するため、地域の実情に応じた「子ども・
若者支援地域協議会」の設置促進を目的
に「子ども・若者支援地域協議会設置促進
事業」の実施を進める。また、訪問支援（ア
ウトリーチ）研修参加者のフォローアップを
行うなどし、より効果的な研修の実施を図
る。

【施策の取組状況】

・「子ども・若者支援協議会」に少年鑑別所の職員が出席し，関係機関と連携の強化を
図っている。

【施策の評価】

・「子ども・若者支援協議会」に少年鑑別所の職員が出席しており，地域における関係機
関との連携強化を図る場として効果的である。

・内閣府における上記調査の結果、回答者の43.4%がフリーターやパートとして働いてお
り、必要な支援として、「進路や生活などについて何でも相談できる人」(66.6%)や「生活や
就学のための経済的補助」（63.1%）を求める者が多いなどの実態を把握することができ
た。なお、回答者の52.2%が女性であり、母子世帯割合（21.1%）は国勢調査に基づく母子世
帯割合の約3.6倍であった。
・内閣府において「子ども・若者支援地域協議会」の設置促進を進めた結果、現在、全国
68地域で同協議会が設置され、総合的な支援の実施を図っているが、同協議会の設置を
さらに進める必要がある。また、各種研修参加者の平均満足度は4.2（5段階評価）と概ね
高い評価を得ている。

【施策の取組状況】

・高校中途退学者について、内閣府では、平成22年度に「若者の意識に関する調査（高等
学校中途退学者の意識に関する調査）」を実施し、退学後の状況等に関する実態の把握
に努めた。
・内閣府では、社会生活を営む上での困難を有する子供・若者を関係機関等が連携して
総合的に支援するための「子ども・若者支援地域協議会」の設置を進めるため、平成22年
度から25年度まで「子ども・若者支援地域協議会体制整備事業」を実施、平成26年度から
は「子ども・若者支援地域協議会設置促進事業」を実施している。また、訪問支援（アウト
リーチ）に関する研修を始めとする各種研修を実施している。

【施策の評価】

ア　若年期の自立支
援の充実
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施策名 担当府省 今後の方向性、検討課題主な施策の取組状況及び評価

文部科学省

厚生労働省

サポステについて、ニート支援の拠点とし
てハローワークとの連携や職場体験の充
実を図るとともに、サポステの支援を受け
て就職した者に対する職場定着支援を全
国展開する等、より効率的・効果的に事業
を実施できるよう抜本的な強化を図る。
また、フリーター等に対しては、ハローワー
クやフリーター支援を専門とする拠点とし
て設置したわかものハローワークにおいて
担当者制によるきめ細かな職業相談・職
業紹介などフリーター等の正規雇用化に
向けた支援を実施する。

・文部科学省では、平成25年度における中
学校の職場体験実施率は98.6％となって
おり、引き続き職場体験活動を通じたキャ
リア教育の推進を行っていく。
また、・平成27年度概算要求においても、
学校における相談体制の充実を図るた
め、スクールカウンセラーやスクールソー
シャルワーカー等の配置に係る経費を要
求している。
さらに、引き続き、ホームページにおいて
女性のライフプランニング支援に関する情
報提供を行う。

・独立行政法人国立女性教育会館では、
引き続き、女子大生を対象としたキャリア
支援セミナーのプログラム開発を行いその
成果を普及させるとともに、ホームページ
を通じて、ハンドブックなど男女共同参画
の視点に立った若者のキャリア形成支援
に関する情報提供を行う。

・地域の若者支援機関から成るネットワークの拠点となる「地域若者サポートステーショ
ン」（以下、「サポステ」という。）を160か所設置している。
・サポステにおいてキャリア・コンサルタント等による専門的な相談等を行うとともに，学校
との連携を構築し，中退者支援を推進することで切れ目のない支援の実施を図り，加え
て，合宿を含む生活面等のサポートと職場実習を行う「若者無業者等集中訓練プログラ
ム」を実施し，ニート等の若者の就業を強力に推進している。
・ハローワークにおいて、フリーター等を中心に、一人ひとりの課題に応じて、職業相談・
職業紹介から職場定着に至るまでの一貫した支援を行っている。

【施策の評価】

地域若者サポートステーション事業によるニートの就職等進路決定者数
　5.2万人（平成23年4月から平成26年6月まで）
ハローワークの職業紹介により正規雇用に結びついたフリーター等の数
　30.1万人（平成25年度実績）

【施策の取組状況】

・文部科学省では、子供たちが、社会の一員としての役割を果たすとともに、それぞれの
個性、持ち味を最大限発揮しながら自立して生きていくことができるよう、キャリア教育を
推進している。また、困難な状況に置かれた児童生徒の相談等に適切に対応できるよう、
スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の配置を推進するなど、学校にお
ける相談体制の充実を支援している。
さらに、女性が長期的な視点で自らの人生設計を行うことを支援するため、ライフステージ
に応じた学習プログラムの開発及びワークショップの開催等の取組を行うとともに、その
成果について、ホームページにおいて情報提供を行っている。
・独立行政法人国立女性教育会館では、女子大学生を対象としたキャリア支援セミナーの
プログラム開発を行うとともに、男女共同参画の視点に立った若者のキャリア形成支援に
関し、地方自治体や男女共同参画センター等が活用できるハンドブックを作成し、ホーム
ページに掲載した。

【施策の評価】

・「公立中学校における職場体験の実施状況」は第３次男女共同参画基本計画の成果目
標（平成27年：96％）となっており、以下の通り目標を達成している。
（平成21年度）　94.5％　→　（平成25年度）　98.6％

【施策の取組状況】
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施策名 担当府省 今後の方向性、検討課題主な施策の取組状況及び評価

内閣府

警察庁

・　引き続き、少年相談体制の充実を図っ
ていく。
・　恋愛感情等のもつれに起因する暴力的
事案の被害者等の保護については、引き
続き、関係機関との連携を図っていく。
・　生活上の困難に直面している男女に対
する適切な対応を徹底するよう、全国の都
道府県警察に対し継続的に指導を行って
いく。
・　引き続き、相談担当者研修会の実施に
よる相談担当者のスキルアップや相談業
務関係ネットワーク等による関係機関、団
体との連携強化を強めて行く。

・「配偶者からの暴力被害者支援情報」に
ついては、情報の更新、内容の見直しを適
宜行い、より充実した情報の提供に努めて
いく。・相談窓口、被害者支援内容等を内閣府のホームページを通じて国民一般に広く広報を

行うことにより、様々な支援が提供されることの周知を図ることができていると考える。

ウ　個人の様々な生
き方に沿った切れ目
のない支援やサービ
スの提供を図る。

【施策の取組状況】

・　少年や保護者等からの悩みや困りごとの相談に応じ、心理学や教育学の専門知識を
有する職員や少年非行の取り扱いの豊富な職員が、親身に指導・助言を行っている。面
接のほか、気軽に相談できるよう、「ヤングテレホンコーナー」等の名称でフリーダイヤル
の電話や電子メールでも相談に応じている。
・　警察庁では、各都道府県警察に対し、配偶者による暴力事案を始めとする恋愛感情等
のもつれに起因する暴力的事案の被害者等の保護に当たっては、確実に配偶者暴力相
談支援センターその他関係機関・団体と連携し、一時避難等、安全確保のための措置が
執れるよう、平素より緊密な協力関係を確立する旨の指示を行った。
・　各都道府県警察本部では、相談担当者を対象とした研修会等を開催し、多岐にわたる
様々な相談に対応する知識・技能を習得させるとともに、警察以外の関係機関、団体と連
携してより効果的な支援を行うよう指導している。
・　各都道府県警察本部では、警察以外の関係機関、団体と相談業務関係ネットワーク等
を構築し、緊密な連携による適切な相談対応を行っている。

【施策の評価】

・　少年や保護者等からの悩みや困りごとの相談に対して、フリーダイヤルでの電話相談
や電子メールによる相談の受付等、相談を行いやすい環境の整備を図っている。
・　配偶者による暴力事案における配偶者暴力相談支援センター、市町村、児童相談所、
民間シェルター等関係機関への連絡の件数は、平成22年に4,880件だったものが、平成25
年には6,017件に増加している。
・ 　相談担当者研修会等により、相談担当者が幅広い内容の相談に適切に対応すること
ができるようスキルアップが図られている。
・　警察が実施可能な各種措置に加え、関係機関、団体等の協力により、これら関係機関
等による行政措置や、保護、カウンセリング等の継続的な支援活動等を実施することで、
より適切な支援を実現している。

イ　暴力被害当事者
等のエンパワーメント
に向けた支援の充実

【施策の取組状況】

・内閣府ホームページ「配偶者からの暴力被害者支援情報」において、被害者保護や支
援等に関する情報を提供している。

【施策の評価】
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施策名 担当府省 今後の方向性、検討課題主な施策の取組状況及び評価

法務省

文部科学省

・平成27年度概算要求においても、学校に
おける相談体制の充実を図るため、スクー
ルカウンセラーやスクールソーシャルワー
カー等の配置に係る経費を要求している。

・今後も，引き続き，気軽に人権相談がで
きる環境を整え，人権侵害事案の発生を
広く把握し，迅速的確な調査及び適切な救
済措置を講じるとともに，社会的要請にも
適切に応じた相談・調査救済処理の実施
に係る施策を推進していく。

【施策の評価】

・切れ目のない支援やサービスの提供に資するものであったと考えられる。

【施策の取組状況】

・法務省の人権擁護機関では，法務局，デパート，公民館等における面談・電話による人
権相談，専用相談電話「子どもの人権110番」（全国共通フリーダイヤル）等による人権相
談，インターネットを利用した人権相談（ＳＯＳ－ｅメール）を行っている。子どもの人権110
番等の強化週間を設け，期間中においては平日の相談受付時間を延長するとともに，土
曜日・日曜日も開設している。また，「子どもの人権ＳＯＳミニレター」（便箋兼封筒）を全国
の小・中学校の児童生徒に配布するなど，子どもが相談しやすい環境を整備している。
人権相談等により人権侵害の疑いがある事案を把握した場合には，速やかに調査救済
手続に移行し，個々の事案に応じた迅速かつ的確な救済措置を講じ，被害者の救済及び
予防を図っている。

【施策の評価】

・取組の結果，気軽に人権相談ができる環境を整えて，悩みを抱えている多くの方々に相
談と問題解決の機会を提供し，多種多様な人権侵犯事件について事案に応じた迅速的確
な調査及び適切な救済措置を行うことができたものと考えている。
なお，平成25年においては，25万6,447件の人権相談を受け，人権相談等で認知した人権
侵害の疑いのある事案2万2,172件については，人権侵犯事件として調査を行い，適切な
措置を講じた。人権侵犯事件に対する措置の内訳を見ると，人権侵犯性があるとして説
示や要請を行った事件数は前年度に比べ，約２倍程度増加しており，より積極的な対応を
取ることを必要とする人権侵害事案が増加し，これに適切に対応したことがうかがえる。

【施策の取組状況】

・文部科学省では、困難な状況に置かれた児童生徒の相談等に適切に対応できるよう、
スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の配置を推進するなど、学校にお
ける相談体制の充実を支援している。
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施策名 担当府省 今後の方向性、検討課題主な施策の取組状況及び評価

厚生労働省

国土交通省

・民間賃貸住宅への円滑な入居に係る情
報提供、住宅に関する相談及び住宅改修
の支援を引き続き実施することにより、子
育て世帯等の居住の安定確保に資する取
組みに対して引き続き支援をしていく。

・精神保健福祉センター、保健所におい
て、引き続き学童期や思春期に多くみられ
る心の問題に関する相談の対応を行う。
・今後もこのような取り組みにより、児童の
自立支援に取り組んでいく。
・ひきこもり地域支援センターの更なる設
置促進をはかる。また、平成２５年度より開
始した「ひきこもりサポーター養成研修・派
遣事業」の実施を推進する。
・今後も、保健所、市町村保健センター等
においてひきこもりの相談・支援を行って
いく。

・母子世帯、父子世帯及び住宅困窮度の高い子育て世帯について、子育て世帯等の民間
賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供、住宅に関する相談及び住宅改修の支援を実
施。

【施策の評価】

・子育て世帯等の民間賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供、住宅に関する相談及
び住宅改修の支援等を実施することにより、子育て世帯等の居住の安定確保が図られ
た。

【施策の取組状況】

【施策の取組状況】

・精神保健福祉センター、保健所、ひきこもり地域支援センター等において、ひきこもりの
相談等を行っている。
・児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）などの拡充、施設を退所した者等に対する支
援の充実を図っている。

【施策の評価】

・ひきこもりへの支援も含めた思春期に関する相談対応として、精神保健福祉センター及
び保健所において相談対応を実施している。
・児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）については、平成２３年度より、安定的な運営
を図るため、
措置費の支給方法をこれまでの現員払いから定員払いに改正するなど、必要な見直しを
行った。また、児童養護施設等の入所児童が退所後、社会で自立できるよう進学や就職
の自立支援策の充実を図っており、大学等の進学や就職する際の家財道具等の準備費
用（Ｈ２６年度支給額：２７６,１９０円）や、進学や就職に役立つ資格取得等のための経費
（Ｈ２６年度支給額：５６,５７０円）についても支援を行っている。さらに、自立援助ホーム数
はＨ２２年度の７３か所からＨ２５年度には１１３か所に増加するなど、質・量ともに一定程
度、計画の要請を満たしていると考える。
・全都道府県・政令都市（６７自治体）でのひきこもり地域支援センターの設置を目標として
いたころ平成２６年度末には、５６か所（５２自治体）で設置となる見込みであり、概ね達成
されたが、引き続き整備を促進していくところである。
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